
【堺市からの回答要旨】

【　要　望　】 【　回　答　】
１．多様な人材確保支援

●外国人材採用時の就労手続きや、採用後の日
本語指導をはじめとした職場定着に必要な環境
整備等、フォロー支援の強化

●日本語教室開催事業補助金を運用し市内民間
非営利団体による日本語指導を支援
●外国人材雇用促進セミナーの開催やハロー
ワークの活用を周知

●就労意欲の高いシニア人材と中小企業のマッ
チング強化

●産業雇用安定センターと連携してセミナーを
開催する
●同センター「キャリア人材バンク」でマッチ
ング支援を行う

２．価格転嫁・取引適正化の推進
●（公財）堺市産業振興センターとの連携強化
による地域企業に向けた「パートナーシップ構
築宣言」の更なる周知

●堺市産業振興センターとも連携して周知を図
る

●「パートナーシップ構築宣言」宣言企業に対
しての優先発注・補助金採択における加点

●他都市の状況も勘案し支援策を検討する

３．デジタル化・ＤＸ実施による生産性向上
●デジタル人材育成・確保等に係る予算額・支
援の拡充

●デジタル人材セミナーの開催
●社内人材育成にかかる補助金を創設
●求職者に向けて、ＩＴパスポート試験対策講
座を開講する

４．事業承継相談を促すための支援
●「早期相談」を促すための事業承継の周知 ●大阪府事業承継ネットワークと連携し補助金

や税制活用の周知を図る

●事業承継に取組む中小・小規模事業者に対す
る堺市補助金制度等のインセンティブ付与

●事業承継資金として保証料の負担なしで融資
を受けることができる制度の活用促進

堺市の中小・小規模事業者支援に関する要望について

市内企業を取り巻く経営環境は、長引く円安の影響や原材料費・燃料価格等の高騰、人口減少に伴う人手不
足等の課題が顕在化するなど、依然として厳しい状況が続いていると認識している。
そのような中、堺市では、令和7年度当初予算において、ＤＸの推進等「中小企業の生産性向上に向けた取
り組みへの支援」等、企業による喫緊の課題への対応や成長に向けた挑戦を後押しし、地域経済の持続的発
展を目指すための予算案を編成した。
4月に開幕する大阪・関西万博では国内外から多くの来場者が見込まれており、この絶好の機会を活かし、
堺の成長・発展に繋げたいと考えている。
今後も堺商工会議所と密接に連携し、中小・小規模事業者支援を積極的に行っていく。
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【　要　望　】 【　回　答　】
５．創業者支援

●「特定創業支援事業」認定者に対する創業支
援補助金の創設

●登録免許税の軽減等「特定創業支援事業」を
積極的に周知する

６．カーボンニュートラル実現に向けた支援
●カーボンニュートラル促進のための十分な予
算の確保

●事業所向け省エネ設備導入支援事業補助金の
周知・利用促進

●カーボンニュートラルに取り組んでいる中
小・小規模事業者に対する堺市補助金制度等の
インセンティブ付与

●同補助金と、国や府の制度を併用し有効利用

●カーボンニュートラルの取り組みの好事例の
共有、支援策の一覧等、情報提供・発信の一層
の強化

●脱炭素経営に向けた広報・情報提供に努める

７．2025年大阪・関西万博を契機とした成長支援
●当所が実施するオープンファクトリーや、も
のづくり企業の現場体験について、情報発信等
協力体制の構築

●市内製造業者の魅力発信に向けた広報・情報
提供に努める

●新商品開発、新サービス等の新たなビジネス
創出に挑戦する中小・小規模業者の開発費等の
費用補助ならびに、
●なかもず３支援機関及び大阪公立大学等が一
体となった支援体制の構築

●新製品・新技術の開発を支援する「堺市新事
業チャレンジ支援補助金」により開発経費を補
助
●新商品や新サービスの開発を支援する「堺市
スタートアップ実証推進事業」により開発経費
を補助
●万博に出展を希望する企業に対し、必要な支
援を実施
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